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　過労死をいかに防ぐかについての
制度面の見直しに関する議論が進ん
でいます。
●新たな数値目標の設定
　過労死等防止対策推進協議会は
「過労死等の防止のための対策に関
する大綱（案）」を公表しました。
　今後の施策とともに、将来的に過
労死をゼロとすることを目指し、令
和７年までに週労働時間60時間以上
の雇用者の割合を５％以下に、年次
有給休暇の取得率を70％以上に、と
いった新たな数値目標が示されてい
ます。
●労災認定はより総合的な判断に
　また、脳・心臓疾患の労災認定の
基準に関する専門検討会は、報告書
案で労災認定基準見直しの方針を示
しています。
　たとえば、長期間の過重業務にお
ける労働時間の負荷要因の考え方に
ついて「発症前１か月間におおむね

労働に加えて一定の労働時間以外の
負荷が認められる場合には、業務と
発症との関連性が強いと評価できる
ことを踏まえて判断すること」を新
たに示すことが妥当としています。
　厚生労働省は最終報告書をもとに
認定基準の見直しを進める予定で
す。従来の月100時間あるいは80時
間超の時間外労働という基準に達し
ない場合でも労災認定される可能性
は高くなりそうです。
●労働基準法見直しの声も
　「過労死防止大綱」の改正の検討
にあたって委員から提出された意見
書では、わが国における過労死等防
止対策を推進するうえで、21世紀に
おける新しい抜本的な労働基準法の
制定を視野に入れ、その準備に着手
すべきであるという内容を盛り込む
べき、という指摘もありました。
　今後も、様々な法改正の動きが現
われることが予想されます。� ●▲

100時間または発症前２か月間ない
し６か月間にわたって、１か月当た
りおおむね80時間を超える時間外労
働が認められる場合は、業務と発症
との関連性が強いと評価できること
を踏まえて判断すること」という従
来の基準を妥当としています。
　そして、この時間による考え方に
加えて、労働時間と労働時間以外の
負荷要因を総合的に考慮して業務と
発症との関連性が強いと判断できる
場合について、「労働時間以外の負
荷要因において一定の負荷が認めら
れる場合には、労働時間の状況をも
総合的に考慮し、業務と発症との関
連性が強いといえるかどうかを適切
に判断すること」「その際、労働時
間のみで業務と発症との関連性が強
いと認められる水準には至らないが
これに近い時間外労働が認められる
場合には、特に他の負荷要因の状況
を十分に考慮し、そのような時間外

労災認定基準の見直しなど
過労死防止に向けた動き

●サイバー犯罪対策強化
　警察庁の組織改正構想では、警察
庁にサイバー局と一定のサイバー事
案について捜査を行なう組織を設置
し、サイバー事案への対処能力の強
化を図るという方針が示されまし
た。そのための警察法改正案が次の
通常国会に提出される予定です。
●最低賃金引上げ方針は変わらず
　最低賃金について中央最低賃金審
議会の諮問に基づく審議が開始され
たことを受け、田村憲久厚生労働大
臣は「骨太の方針2021」でも示され

た全国加重平均1,000円を目指すこ
とをふまえ、本年も最低賃金を引き
上げる方向で検討する方針を明らか
にしています。
●行政不服審査法の見直し
　行政不服審査法の抜本的見直しか
ら５年が経過しました。そこで、改
正法の施行状況およびその課題・改
善の方向性等について検討する「行
政不服審査法の改善に向けた検討
会」が設けられ、標準審理期間の設
定など、調査報告書に基づく重要な
論点が示されました。

●外資規制のあり方を検討
　放送事業者の外資規制違反が相次
いで問題となったことを受け、「情
報通信分野における外資規制の在り
方に関する検討会」が、論点整理を
スタートさせました。
●裁量労働制推進に一石
　裁量労働制実態調査で、裁量労働
制適用者のほうが非適用者より長時
間労働をしていることが明らかにな
りました。厚生労働省はこの結果を
ふまえ、裁量労働制のあり方につい
て検討するとしています。


